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環境・総合事務所は、防災の地域の拠点としてどの
ような期待をされているのか、また有事の際、一組
織としてどのような役割の下で活動をするのか？
地域における災害や危機事案への迅速、的確な対応を強化する。また
有事の際に災害対策地方本部として、地域防災監である事務所長が
地方本部長となり、災害対応を行い、管轄区域内の災害応急対策や市
町・警察・消防等との連絡調整に当たる。

滋賀県地域防災計画の修正における災害時要援護者の避難体制の取り組みは？
災害時要援護者にかかわる情報の把握・共有及び安否確認方法、支援対策について市町の地域福祉計画に盛り込むこととする。

日本語の理解が困難な外国人への配慮に関し、具体的にどのような対応をしているのか？
「できることから地震対策」というパンフレットを6ヶ国の言語で作成、配布。また避難所内の案内を多言語で表示するた
めの情報提供に努めた。また「災害時外国人サポーター」の養成講座を開催。

地震防災プログラムにおいて、災害時要援護者対策をどのように反映をされたか？
災害時要援護者対策は重要かつ喫緊の課題であり、全ての市町において避難支援プランが策定されるよう、防災プログラ
ムの改定版に盛り込む。

知事の直接的な指揮のもとに、県民の生命、財産を災害や潜在的な危険性から守るため、危
機に迅速かつ的確に対応していくためにも、この業務継続計画（BCP）を策定する必要がある
と考えるが、知事の所見は？
それぞれの業務について県民生活に与える影響の度合いなどを点検し、優先業務を選定するなど、「滋賀県版BCP」の計画
策定に向けて、検討を進めて参りたい。

中小企業の業務継続計画策定の普及・支援のためにどのような取り組みを行うのか？
対策資金が必要な中小企業に対し、県の制度融資であります「経営支援資金」や県信用保証協会の「BCP推進保証」等により
支援。また関心を持って頂けるよう、広報に努めるとともに、商工関係団体を通じて中小企業の自主的な取り組みを支援
して参りたい。

滋賀の教育においてどのような課題があり、その要因は何か？
少子化など家庭環境の変化、地域社会での体験の不足、大人の価値観の多様化
や規範意識の低下の影響など、さまざまな要因が考えられる。
様々な状態の中にあっても、子どもたちには、「認められたい」「夢を実現したい」
という子ども本来の気持ちを脈々と持ち続けており、そしてそれらが生きる力
の源であると考えている。この力をしっかりと育んでいくために、社会、学校、
家庭が子どもたちにとって、楽しく安心な居場所であるよう、「育ち」と「育て」
の現場への支援をしていくことが、子どもたちの学習意欲の向上や、健全な生
活態度にもつながるものと考える。

滋賀県として、教育投資をどのように考えているか？
極めて厳しい財政状況ではありますが、可能な限り必要な教育予算はしっかり
確保して参りたい。今後とも、教職員の定数改善や教育予算の対応を含め、必要
な教育制度改革の実施が図られますよう、国に対しても政策提案や要望をしっ
かり行って参りたい。
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嘉田知事に提案
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児童生徒の問題行動等 生徒指導上の諸問題に関する調査

嘉田知事に2009年度予算並びに施
策に関する提案を会派で行いました。
「35人学級編成による小1複数指導、
少人数指導体制を維持するための
予算確保」、「更なる運転資金等の
追加対策、雇用の確保、住宅の手配
など、緊急経済対策」など、7項目を
行いました。

●指導の結果、登校するまたはできるようになった
　児童生徒の再登校率
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全国都道府県議会議員研究交流大会 びわ湖バレイ自然体験家族事業 大分県立看護科学大学視察

県立福祉施設見学 議員インターン交流会

川端達夫衆議院議員ら国会議員と
「緊急雇用対策（生活対策等を含む）
に関する要請書」を提出

滋賀県議会議員（民主党・県民ネットワーク所属）
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　唐崎中、膳所高、龍谷大学法学部政治学科 卒業
　同志社大学大学院総合政策科学研究科　修了
　民主党滋賀県総支部連合会　幹事
　滋賀県議会議員（大津市選挙区）１期　

滋賀県・大津市に関するご質問、ご意見をお寄せください！
活動や報告についてのご意見、ご感想をお待ちしております。
成田セイリュウ後援会に入会いただくと、定期的に県議会活動レポートを
　送付いたします。ぜひともご参加ください。
ボランティアスタッフを募集しております。

PROFILE

大津市消防団唐崎分団団員
唐崎学区体育振興会 常任理事
唐崎学区スポーツ少年団 事務局
大津こども環境探偵団エコリーダー 幹事

社団法人大津青年会議所 総務委員長
滋賀県トランポリン協会 会長
スペシャルオリンピックス日本
滋賀設立準備委員会 事務局


